
第2部●「知恵の時代」に向けた環境整備

日本版プロパテント政策の一環として、我が国企業の知的財産権の国際的保護を図るため、特に、

アジア諸国を中心とした模倣被害への対策強化に取り組んでいる。

1998年3月に模倣品相談窓口を設置したのを皮切りに、税関・警察などの執行機関との連携強

化、相手国政府への働きかけ、現地情報の収集と国内産業界への提供、模倣対策マニュアルの作成

等を行っている。2000年度の主な活動実績は以下のとおり。

（5）模倣品対策�

相　談�

＜国内での相談＞�
「模倣品110番」（約300件）�
�
＜現地での相談＞�
  JETRO等を通じた相談（約60件）�

広報活動�

　一般消費者向啓発用小冊子�
「Fabricateur」の作成・配布�

働きかけ�

＜中国＞�
日中首脳会談 （2000.10.13）�
通産審議官訪中 （2000.11.7-8）�

＜韓国＞�
日韓特許庁長官会合 （2000.11.22）�

＜台湾＞�
日台貿易経済会議 （2000.9.25-26）�
�

情報提供�

＜国内セミナー＞�
　東京、大阪、名古屋、新潟、高松�
�
＜現地セミナー＞�
　10ヶ国・地域�
　24回、約2,000名参加�
�
＜ホームページ＞�
　模倣対策マニュアル、税関・警察
の相談窓口の案内等�

情報収集�

＜模倣被害実態調査＞�
　企業アンケート（約8,000社）�
�
＜アジア調査＞�
　アジア地域における権利行使方法、
現地執行機関の実態等の調査�
　�
�
　�
�
�
�
�
�
　　　模倣対策マニュアル作成�
�
＜欧米調査＞�
　先進国の政府・産業界の模倣対策
等の調査�

　�

　北京、上海、香港、ハノイ、

マニラ、クアラルンプール、

ジャカルタ、ニューデリー、

バンコク、台北�

�

連携�

国内関係省庁　（税関、警察等）�

2000年度の主な活動実績�


